
【経営基本情報】

○団体の基本情報

31.0 ％

○主な事業内容

事業名

(1)溶融処理事業

全事業合計に占める割合

(2)  産業廃棄物処理(最終処分）事業

全事業合計に占める割合

(3)環境分析事業

全事業合計に占める割合

(4) (1)～(3)以外の事業

全事業合計に占める割合

全事業合計

全事業合計に占める割合

[事業の概要]

(1)

(2)

(3)

(4)

常勤役員 人 人 人

うち、県退職者 1 人 2 人 2 人 H21平均年齢※： 61.8 歳

うち、県派遣 1 人 1 人 1 人 H21平均年収※： 8,550 千円

常勤正規職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人 H21平均年齢※： 49.7 歳

うち、県派遣 1 人 1 人 1 人 H21平均年収※： 7,388 千円

その他職員 人 人 人

うち、県退職者 1 人 2 人 2 人

団体名

※派遣職員は含まない

100.0%

14.6%

11.4%

429,489

3,759,172

平成21年度

県出資割合

平成21年度

(単位：千円)

549,517

県出資額

100.0%

46.5%

2,350,811

団体の目的

[事業規模(事業費)]

環境汚染を防止し、生活環境の向上を図るとともに、自然環境を保全
等するため、環境保全事業を通じて県民の健康で文化的な生活の向
上に寄与することを目的とする。

円

100.0%

5,057,407

1,737,914

8.1%

410,124

11.0%

558,558

34.4%

代表者

所在地

ＨＰアドレス

設立年月日

電話番号

55 63

市町や企業からの委託による一般廃棄物・産業廃棄物の溶融処理

水道法に基づく水質等検査、計量証明事業（濃度、音圧レベル、振動加速度レベル）

環境影響調査、自然環境調査等のコンサルティング事業及び環境・品質マネジメントに関する審査登録事業等

平成20年度

63 常勤専門嘱託員：19人 非常勤専
門嘱託員：17人 パート：7人 人
材派遣会社スタッフ：20人

産業廃棄物の埋立最終処分

備考

○役職員の状況

12.2%

平成19年度

2,371,921

53.6%

平成20年度
平成21年度は平成20年度に比べ、
焼却灰等の搬入量が51,214ﾄﾝから
43,607ﾄﾝと7,607ﾄﾝ減少した。

平成20年度の数値が大きいのは、一
過性の建設汚泥の搬入量（63,554ﾄ
ﾝ）が多かったことによる。

津市河芸町上野３２５８番地

http://www.mec.or.jp

059-245-7515

理事長 油家 正

昭和52年9月1日

環境森林部

FAX番号

県所管部等

財団法人三重県環境保全事業団

48,290,000

059-245-7505

58 59 54

平成19年度

1,105,813

25.0%

538,131

1,785,362

47.5%

994,804

26.5%

410,227

9.3%

4,426,092

3 4 4

備考
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【団体自己評価結果】

比率 評価 比率 評価 比率 評価

80 Ｂ 80 Ｂ 80 Ｂ

89 Ｂ 83 Ｂ 83 Ｂ

78 Ｂ 78 Ｂ 82 Ｂ

56 Ｃ 56 Ｃ 51 Ｃ

《団体自己評価コメント》

目 的

経営計画

事 業

経営状況

総括コメント

《団体の達成目標》

●年次事業計画による達成目標
《定性目標》

《定量目標》
数値目標 単位

目標
実績
目標
実績

●中長期計画による達成目標

866,544 486,205 346,468
392,450 439,063経営の安定化（純資産額） 346,468 千円

21年度

平成21年度コメント

総合的な環境保全に関する公益法人として、廃棄物の適正処理、大気・水質・土壌等の分析測定及び
自然環境調査などを通じて地域の環境保全に寄与した。

平成22年度目標
①溶融処理事業について、民間のリサイクル施設における処理への転換（平成23年度目途）。
②新小山最終処分場の平成24年度中の供用開始に向けて、本体工事に引続き水処理施設工
事等の発注を行い建設の推進を図る。

①経営の安定化(事業団全体での単年度黒字化の維持）。 ②新最終処分場事業において平成
21年度の建設工事着工に向けた取組。

事 業

B（６０％～８９％）：やや良好な事象や傾向がみられる

県民の食の安全・安心確保のため、飲み水の検査や食品の残留農薬分析等において的確な分析測定を実施する
とともに、自然環境保全のための希少動植物調査等を実施した。また、市町のゴミ焼却灰及び企業の産業廃棄物
処理に係る溶融処理事業及び産業廃棄物の最終処分場事業を適切に実施した。なお、溶融処理事業について
は、処理費用（実費）と処理料金が見合っていないという構造的な課題を抱えていることから、毎年、多額の赤字が
生じている。そうした中で、市町、県及び事業団で構成する運営協議会総会（平成22年3月24日開催）において、市
町が負担する処理費用の抑制と、地球温暖化防止（多量のCO２排出削減）の観点から、平成23年度を目途に、溶
融処理に代えて、民間施設でのリサイクル（資源化）処理に転換する方向が決まった。

一般会計（分析・調査事業、ISO審査登録事業、最終処分場事業）の各事業は堅調に推移しているが、特別会計
（溶融処理事業、新最終処分場事業）の、特に溶融処理事業については、ごみゼロ政策の推進や景気の低迷によ
り搬入量が減少する中で、事業団の経営努力だけでは解決できない構造的な赤字要因（処理費用（実費）と処理料
金が見合っていない）を抱えており、厳しい事業運営を余儀なくされている。そうした中で、市町、県及び事業団で構
成する運営協議会において検討が行われてきた結果、平成22年3月24日開催の運営協議会総会において、市町
の廃棄物については、平成23年度を目途に、溶融処理に代えて民間施設でのリサイクル（資源化）処理に転換する
方向が決まった。今後、県、市町及び企業と連携を図りながら、転換がスムーズに図られるよう努めていく。
また、これらを踏まえて、新法人制度への移行を着実に進めていくこととする。

①事業団全体で当期純利益46,613千円を確保。 ②新小山最終処分場の建設に向け本体工事
の契約を締結（平成22年3月26日）。

平成21年度目標

平成21年度実績

新小山最終処分場（廃棄物処理センター事業）について、平成24年度中の供用開始。

中期経営計画（平成19～21年度）に基づき進行管理を行い、平成19年度には債務超過から脱却し、最終年度であ
る平成21年度においても事業団全体で約46百万円の当期利益を確保した。また、新小山最終処分場事業につい
ても、平成24年度中の供用開始を目途に、処分場の本体工事の契約を締結するなど事業の推進を図った。

46,613

指標

一般会計（分析・調査事業、ISO審査登録事業、最終処分場事業）では、当初予算（53百万円）を大きく上回る約3億
65百万円の経常利益を確保した。一方、特別会計（溶融処理事業、新最終処分場事業）では、溶融処理事業にお
いて、搬入量が減少する中で、燃料使用量の節減など経費の削減に取り組んだが、事業団の経営努力だけでは解
決できない構造的な赤字要因（処理費用（実費）と処理料金が見合っていない）を抱えていることもあり、昨年度と
同程度の約6億30百万円の経常損失となり、厳しい経営状況が続いている。特別利益、特別損失を含めた事業団
全体の当期利益では、46百万円の黒字を維持した。

千円

平成22年度

△ 92,595

平成20年度 平成21年度

637,519 93,755単年度黒字（当期純利益）額 △ 92,595
163,425

団体名 財団法人三重県環境保全事業団

C（３０％～  ５９％）：改善を要する D（  ０％～２９％）：大いに改善を要する

経営状況

19年度

A（９０％～１００％）：良好な事象や傾向がみられる

20年度

目 的

経営計画
0

50

10
0

目 的

経営計画

事 業

経営状況
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19 年度 20 年度 21 年度

目 的

経営計画

事 業

経営状況

事業団は、中期経営計画による経営改善に取り組み、平成19年度決算から債務超過を脱却し、平成21年度
においても事業団全体で約46百万円の当期利益を計上した。また、新最終処分場の建設事業についても、平
成24年度中の供用開始を目途に本体工事の契約を締結するなど、概ね計画どおり進捗している。一方で、溶
融処理事業は、処理費用（実費）と処理料金の不均衡という構造的な課題を抱え、依然として厳しい経営状況
にあるが、平成22年3月に開催された市町、県及び事業団で構成する運営協議会の総会において、平成23年
度を目途に民間施設でのリサイクル（資源化）処理に転換する方向性が決定された。
今後、円滑な民間処理への転換を図るとともに、新処分場の建設や公益法人制度改革への対応など新たな
課題にも的確に対応していくことが望まれる。

《知事等の総括コメント》

総合的な環境保全に関する公益法人として、廃棄物の適正
処理、大気・水質・土壌等の分析測定及び自然環境調査など
を通じて地域の環境保全に寄与することを目的としており、こ
れらの事業に対する社会的ニーズは依然として高い状況に
ある。

中期経営計画による経営改善に取り組み、平成19年度決算
より債務超過から脱却し平成21年度においても事業団全体で
約46百万円の当期利益を計上した。また、新最終処分場の
建設事業についても、平成24年度中の供用開始を目途に本
体工事の契約を締結するなど、概ね計画どおり進捗してい
る。

一般会計において当初予算（53百万円）を大きく上回る約3億
65百万円の経常利益を計上した一方、特別会計（溶融処理
事業、新最終処分場事業）では、溶融処理事業において処理
費用（実費）と処理料金の不均衡という構造的な課題を抱え、
依然として厳しい経営状況にあるが、平成22年3月に開催さ
れた市町、県及び事業団で構成する運営協議会の総会にお
いて、市町が負担する処理費用の抑制と地球温暖化防止（多
量のCO２排出削減）の観点から、平成23年度を目途に民間
施設でのリサイクル（資源化）処理に転換する方向性が決定
された。今後、円滑な民間処理への転換が望まれる。

事業団全体として中期経営計画の目標であった債務超過か
らの脱却は平成19年度決算より達成されており、平成21年度
においても約46百万円の当期利益を計上した。経営を圧迫し
ている溶融処理事業について今後の方向性が決定されたこ
とを受け、今後、円滑な民間処理への転換を図るとともに、新
処分場建設や公益法人制度改革への課題についても的確に
対応していく必要がある。

【知事等の審査及び評価結果】

21年度コメント

            ＋ ：団体自己評価結果に比べて高く評価（良好な点が認められる）
            － ：団体自己評価結果に比べて低く評価（課題が認められる）
          空白：団体自己評価結果と概ね同じ評価

団体名 財団法人三重県環境保全事業団
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【経営基本情報】

○団体の基本情報

40.9 ％

○主な事業内容

事業名

(1) 緑の募金活動
全事業合計に占める割合

(2) 緑化推進活動
全事業合計に占める割合

(3) 自然の森づくり
全事業合計に占める割合

(4) (1)～(3)以外の事業

全事業合計に占める割合

全事業合計
全事業合計に占める割合

[事業の概要]

(1)

(2)

(3)

常勤役員 人 人 人

うち、県退職者 1 人 1 人 1 人 H21平均年齢
※
： - 歳

うち、県派遣 0 人 0 人 0 人 H21平均年収
※
：

常勤正規職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 1 人 0 人 H21平均年齢
※
： - 歳

うち、県派遣 0 人 0 人 0 人 H21平均年収
※
：

その他職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人

059-224-9118

会長 川喜田 久

FAX番号

県所管部等

昭和60年10月1日

備考

0.0%

平成19年度

社団法人三重県緑化推進協会

135,202,148

059-224-9100

津市桜橋１丁目１０４番地

http://www.ztv.ne.jp/web/mieryokusui/

環境森林部

円

平成2１年度

2 1

平成19年度

13,403

34.8%

0

平成20年度

5,002

12.7%

1

1

緑の募金活動及び募金を財源とした森林・緑地の整備、森林づくり・緑化ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の支援

緑化普及啓発（緑化ﾎﾟｽﾀｰ募集、緑の少年隊・森林ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ育成、森林・緑への意識啓発）

三重自然の森づくり基金を活用した、未植栽地への地域固有の樹種植栽による自然林の復活

平成20年度

1
業務補助職員１名

○役職員の状況

1

県出資額

100.0%

代表者

1

0.0%

25,071

65.2%

0

0.0%

38,474

所在地

HPアドレス

設立年月日

電話番号

総会決議による

0

0.0%

1 1

100.0%

38,413

(単位：千円)

0

9,314

24.2%

75.8%

29,099

団体の目的

[事業規模(事業費)]

健全な森林づくりと緑豊かな環境整備及び「緑の募金」を推進することによ
り、豊かな県土づくりに寄与することを目的とする。

12,075

備考

22,458

56.8%

法人の職員給与規
定による

団体名

※派遣職員は含まない

100.0%

30.5%

0.0%

0

39,535

平成2１年度

県出資割合

- 53 -





【団体自己評価結果】

比率 評価 比率 評価 比率 評価

21 90 Ａ 85 Ｂ 80 Ｂ

77 Ｂ 71 Ｂ 66 Ｂ

73 Ｂ 69 Ｂ 64 Ｂ

78 Ｂ 76 Ｂ 76 Ｂ

《団体自己評価コメント》

目 的

経営計画

事 業

経営状況

総括コメント

《団体の達成目標》

●年次事業計画による達成目標
《定性目標》

《定量目標》

数値目標 単位
目標
実績
目標
実績
目標
実績

●中長期計画による達成目標

20年度 21年度

協会会員数 221

当法人の主要事業である緑の募金事業は、緑の募金収入が主要な財源であるが、募金収入は社会
経済の状況に左右されやすい性質をもつため、今後は、事業の見直しや経費の節減などの経営改善
に取り組み、収支が均衡した事業運営を行うことにより、当期経常増減額の大幅な落ち込みを防止し
たい。また、緑の募金運動の輪が広がり、募金額が増加するよう、今後も自治会組織や企業、職場募
金の要請等幅広く運動を展開していくとともに、募金者の期待と関心の高さを今後の森林づくりに反映
させるため、森林づくり等の成果を広報し、森林ボランティアなど森林づくりの先導役を育成していく。
更に公益社団法人の認定を受けるため、法人の運営体制の整備、事業の効率化・改善に取り組む。

中長期計画上は、緑の募金事業について、募金収入32,000千円を目標に掲げていたところ、決算期の
変更（6月→3月）に伴い平成22年春季の募金実績が次期会計年度の収入となったこともあるが、不況
の影響を受け企業募金中心の秋季募金が大幅な減となったこともあり、当期実績が4,411千円と目標
を大幅に下回った。

200

当期経常増減額が△22,159千円となった主な要因としては、決算期変更に伴い主要財源である「緑の
募金」の当期収納額が大幅に減少したことによるものだが、不況の影響による企業募金の減少等もあ
り、依然として厳しい経営状況にある。

万円

緑化基金（平成２０年度からの寄附金総額）

団体名 社団法人三重県緑化推進協会

C（３０％～  ５９％）：改善を要する D（  ０％～２９％）：大いに改善を要する

経営状況

19年度

A（９０％～１００％）：良好な事象や傾向がみられる

平成22年度

51

平成21年度指標

2,847
221

3,100 3,200
441
219

100

215

52

213
200

１．緑の募金への募金額 年間4,000万円 （平成２４年度までの達成目標）
  ２．協会会員数         221人 〃
３．緑化基金への寄附金額         500万円   〃

3,500

万円
300

緑の募金実績
3,500

人

300

平成21年度コメント

当法人は、「緑の募金による森林整備等の推進に関する法律」に基づく、県内唯一の「緑の募金」の事
業団体に指定されており、「緑の募金」運動や「緑の募金」を原資とした「県民参加の緑化運動」を県内
全域で展開し、「緑豊かな県土づくり」を推進することを目的としている。

決算期の変更に伴い３か月事業期間が短縮され収入は大幅に減少したが、事業費は、三重自然の森
づくり基金事業に着手したことにより、前年度実績とほぼ同額となった。ただし、一般会計事業につい
ては、緑化基金事業の減により事業費ベースで対前年度比△46.3%と大幅な減となっている。内容的に
は、森林、緑への県民の関心が高まる中、森林の見学ツアーなど募集定員を大幅に上回る参加希望
者がでる事業もあり、概ね計画した事業を実施できた。

平成20年度

平成21年度目標

平成21年度実績

平成22年度目標

定量目標達成を最優先として取り組むほか、県民参加の森林づくりを推進する。また、事務改
善を図りながら公益社団法人の認定を目指す。

定量目標達成を最優先として取り組むほか、県民参加の森林づくりを推進する。また、事務改
善を図りながら公益社団法人への移行の実現を図る。

「緑の募金」実績等は経済不況の影響を受け大幅に減少したが、「里山づくりの集い」に地元の
小中学生が参加するなど事業推進には一定の成果を得ることができた。公益社団法人への移
行準備も順次進めている。

目 的

経営計画

事 業

B（６０％～８９％）：やや良好な事象や傾向がみられる

0

50

10
0

目 的

経営計画

事 業

経営状況
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19 年度 20 年度 21 年度

目 的

経営計画

事 業

経営状況

21年度コメント

            ＋ ：団体自己評価結果に比べて高く評価（良好な点が認められる）
            － ：団体自己評価結果に比べて低く評価（課題が認められる）
          空白：団体自己評価結果と概ね同じ評価

団体名 社団法人三重県緑化推進協会

【知事等の審査及び評価結果】

当法人は、「緑の募金による森林整備等の推進に関する法律」に基づく「緑の募金」事業を行う県内唯一の
団体であって、緑化の推進及びその普及啓発活動について重要な役割を担っている。
平成21年度も依然として厳しい経営状況が続いているが、三重自然の森づくり基金による森林づくり事業に
着手するなど、緑化推進や普及啓発等については前年度並みの事業規模を確保し、概ね計画どおり実施して
いる。
なお、募金等の収入が大幅に下回っているが、主な要因としては、国からの指導もあり、決算月の変更（6月
→3月）を行った結果、平成22年春季の募金実績が次期会計年度の収入となったことによるものである。
今後も、「緑の募金」の効果的な普及活動を継続的に行うとともに、新規会員の加入促進など積極的な取り
組みが望まれる。また、安定的な法人運営に資するため財務基盤を強化すべく、引き続き事業見直しや経費
削減等に取り組み、公益社団法人への移行など新たな課題にも的確に対応していくことが望まれる。

《知事等の総括コメント》

当法人は、「緑の募金による森林整備等の推進に関する法
律」に基づく「緑の募金」事業を行う県内唯一の団体であっ
て、健全な森林づくりと緑豊かな環境の整備、緑化に関する
普及啓発活動について重要な役割を担っており、その社会的
ニーズは依然として高い状況にある。

中長期計画における平成21年度募金目標の32,000千円に対
して実績額は4,411千円と大幅に下回っているが、主な要因と
しては、国からの指導もあり、決算月の変更（6月→3月）を
行った結果、平成22年春季の募金実績が次期会計年度の収
入となったことによるものである。しかしながら、秋季募金に
限っても不況の影響で企業募金が減となっているため、今後
も引き続き、募金額、会員数の維持、増加等計画の適切な進
捗管理が望まれる。

募金収入等の目標は達成できなかったものの、緑化推進や
普及啓発等に係る事業は概ね実施に至り、昨年度設置した
三重自然の森づくり基金による森林づくり事業についても着
手した。今後も事業見直しなど不断の改善に取り組む必要が
ある。なお、公益社団法人への移行認定に向けての準備は
順調に進められている。

安定的な法人運営に資するため、昨今の経済不況などの社
会経済情勢の変化にも対応できるよう、今後も引き続き「緑の
募金」の効果的な普及活動のほか、事業量の拡大や効率化
等に積極的に取り組み、事業収支の改善を図ることが必要で
ある。
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